
農事組合法人グリーンガイア
◆代表者・所在地
山根 修 岐阜県郡上市

◆設立
 令和５年４月
◆経営規模
 だいこん 15ha
◆従業員数
 組合員9名、常時雇用7名、パート・アルバイト5名
◆事業内容
地域ブランドである「ひるがの高原だいこん」の生産に取り組む。

法人化

農事組合法人グリーンガイア設立総会
（前列右から3人目が山根氏）

相談内容２
郡上市高鷲町は、50年以上の歴史を持つ夏だいこんの
産地であり、相談者は、主に中京・関西・北陸市場へ出
荷され、高い評価を得ている「ひるがの高原だいこん」を生
産している。
しかし、重量野菜であることや、家族経営が中心であるこ
とから、将来にわたって産地を維持・拡大するためには、労
働力の確保が課題であった。
課題解決のため、法人設立を視野に入れた相談が「岐
阜県農業経営・就農支援センター（以下、「支援セン
ター」という。）」寄せられた。

支援内容3
■支援チームによる支援計画の策定
経営戦略会議を実施し、法人設立に向けた支援チーム

を編成した。

支援チーム構成員：
ＪＡ職員、ＪＡ全農ぎふ職員、中小企業診断士、
司法書士、税理士、普及指導員、
支援センター専属スタッフ

5戸の農家で農事組合法人を設立し、作業の効率化や
周年雇用に取組み、産地の維持・拡大を図りたい。
法人設立にあたり、手続きや税務面について助言を受け
たい。

現状と相談までの経緯１

■専門家派遣を通じた助言の実施
ＪＡめぐみのが中心となり、支援センター、普及指導セン

ターと連携して、5戸の農家との意見交換、疑問点・課題
の整理を行い、法人化に向けた支援を行った。

・法人化後の経営に向けた助言
（中小企業診断士）
法人化に向けた意見交換・聞き取り・経営診断を行い、
法人化後の経営について助言を行った。

・定款等の作成支援（司法書士）
農事組合法人の定款内容や登記に必要な書類、手続

きについて指導、助言を行った。

・税制面での助言（税理士）
農事組合法人の特徴である従事分量配当制と確定

給与制の違いやそれぞれの利点について説明した。法人
設立後の個人の所得構成や申告などについても説明した。
助言を踏まえた検討の結果、確定給与制を選択すること
となった。
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法人設立のイメージ図

経営概要

       労働力確保に向けただいこん生産農家による
 農事組合法人の設立



平成29年に就農相談から研修、営農定着までをワンストップで対応する総合支援窓口として設置されました。
新規就農者のサポート、経営開始後の経営相談、移住就農や企業の農業参入等に対応しています。
農業者の多様な経営課題の解決に向けて、中小企業診断士、社会保険労務士など30名の専門家を配置し、相談内
容に沿った専門家を派遣しています。

岐阜県シンクタンク庁舎外観

組織概要
■相談窓口
【経営・就農相談】ぎふアグリチャレンジ支援センター
住 所：岐阜県岐阜市薮田南５丁目14番12号
住 所：岐阜県シンクタンク庁舎2階
住 所：一般社団法人 岐阜県農畜産公社
電話番号：０５８－２１５－１５５０
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：00～12：00 13：00～17：00

支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
令和5年4月に、生産者5名とその家族が組合員となって
農事組合法人グリーンガイアが設立された。また労働力確
保のため、特定技能制度により外国人を3名受け入れるこ
ととなり、就業規則を整備した。

喜びの声

農事組合法人の設立から、税務のことまで、専門家に直
接話を聞くことが出来てよかったです。

産地の維持・発展に向けた園芸分野での複数農家によ
る法人設立は、県内でも事例が少なく、ひるがのだいこんの
産地だけでなく、県内の他の産地の刺激になる取組みであ
ると思われます。
今後は、組織体制の強化や労働環境の整備により、規
模拡大や周年雇用を実現し、産地の重要な担い手に成
長されることを期待します。

専属スタッフ所感

ひるがの高原だいこん共同洗場施設

■今後の展開
法人化したことにより、令和５年６月には、ＪＡめぐみの
が新設した「ひるがの高原だいこん共同洗場施設」の運営
を受託できるようになった。
施設の建設により洗浄・選別・箱詰め作業を共同で行う
ことが可能となり、個々の農家での作業労力の軽減が図ら
れ、作付面積の拡大や品質の向上につながることが期待さ
れる。当該法人では周年雇用できるよう、新規作物の栽
培などにも取り組んでいく。

＜支援機関＞岐阜県農業経営・就農支援センター



安定雇用するために就業条件を整備
経営概要
株式会社平岩農園
◆代表者・所在地
平岩 徹 愛知県幸田町

◆設立
 令和４年３月
◆経営規模
 水稲 40ha、麦20ha、大豆20ha、ブドウ１ha、
野菜（イチゴ等）10a、直売所
◆従業員数
 役員３名、パート・アルバイト11名
◆事業内容
水稲、麦、大豆を主体に、他にブドウや多品目の野菜を生産して
いる。また、農産物の加工や直売も行い、複合経営に取り組む。

株式会社平岩農園 従業員の集合写真
（前列左から３番目が平岩氏、４番目が平岩氏の母）

相談者は、安定雇用を目的として令和４年３月に法人
化したものの、どのように雇用確保のための体制を整えれば
良いか分からず悩んでいた。法人化とともに、親から経営継
承を受けたが、社長になった平岩氏の右腕になる正社員の
必要性を実感し、本格的に雇用確保や福利厚生等の体
制を整備することを考えた。
こうした中、日常的に付き合いのある普及指導員から
「愛知県農業経営・就農支援センター」を紹介された。

支援チーム構成員：
中小企業診断士、社会保険労務士、普及指導員、
農業革新支援専門員

正社員雇用と就業規則作成について、相談をしたい。就
業規則の作成に当たっては、法律上の注意点や、農作
業の実態に即した作成方法、労務管理上の問題点など
についてもアドバイスがほしい。
また、多品目の栽培や直売に取り組んでおり、雇用環境
を整備するにあたり経営状況を把握する必要があるため、
各部門の客観的な経営評価をしてほしい。

中小企業診断士による経営診断の様子

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援計画に基づき、普及指導員が中心となり専門家と

調整を行い、相談者の就業規則作成を円滑に行うために
社会保険労務士を派遣した。また、採算管理について中
小企業診断士と普及指導員が把握すべき項目を整理し
た。

・就業規則の作成支援（社会保険労務士）
 就業規則のひな形に沿って、就業規則の内容を整理
するとともに、雇用管理における法律上の注意点などを
説明した。

・経営改善に関する助言（普及指導員）
  部門別の採算管理実施に向けて、整理すべき内容を伝
え、栽培管理や販売管理に係る労働時間等の聞き取り
を行った。また、栽培における技術的な改善点の助言を実
施した。経営改善活動に対する支援は、次年度以降も引
き続き行う。

経営改善・診断

■支援チームによる支援計画の策定
雇用確保に向けて、就業規則を作成し、雇用体制を整

備する必要があった。中小企業診断士による経営診断の
結果、採算性が不透明な品目が多かったことから、部門別
採算管理の必要性が指摘された。よって、就業規則は社
会保険労務士、部門別採算管理については普及指導セ
ンターで支援することとした。

相談内容２現状と相談までの経緯１

支援内容3

雇用・労務
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愛知県農業経営・就農支援センターは、愛知県の農業の担い手育成・確保に向けて、関係機関や団体と連携を図りなが
ら、就農希望者への相談対応や農業経営者等への専門家派遣による経営支援を行っています。

■支援を受けて・・・
就業規則の作成を通じて、雇用確保に向けた疑問点や

体制の整え方の理解が深まった。また、経営を見直す時間
を確保できたことで、相談者自身が経営内容に対する考え
を整理でき、雇用管理や部門別栽培管理の方向性が明
確化することができた。

喜びの声

雇用管理の体制を整えたいと思いつつも、何から始めれ
ば良いか分からなかったです。就業規則を作るに当たって法
律上の留意点が想像より多く、まだ理解不足の部分もあり
ますが、疑問に思っていたことは解消でき、頭にしっかり残り
ました。
専門家の説明を一通り聞くことで、雇用管理に関する理
解を深めるとともに、雇用の責任を認識することができました。
雇用者への経営に対する意識付けの必要性も感じ、今後
経営者と従業員が共に幸せになれるような環境づくりを考
えていきたいです。

相談者は、今後の労働力不足を懸念し、できるだけ早く
良い人材を確保し、雇用管理の体制を整えるために就業
規則を作成するという目標が明確でした。
また、安定雇用を目指すことに伴い、法人として所得向
上に向けた取組も検討しなければなりません。その第一歩
として、部門別採算管理を意識していただくことができたの
は良かったです。
支援を通じて、目指す法人の姿を明確にできたことで、今
後の活躍が期待できます。

専属スタッフ所感

経営モデルを活用した品目ごとの経営費及び労働時間の整理表

■今後の展開
専門家からの助言内容を基に、従業員からの就業規則
に対する意見を取りまとめ、就業規則を完成させる。
就業規則を基に職場環境を整え、経営主の右腕となる
従業員を雇用し、育てられるように、所得の向上と法人と
して働きやすい組織づくりを目指す。

＜支援機関＞愛知県農業経営・就農支援センター

ＪＡあいちビル

愛知県立農業大学校

支援を受けた後の経営状況４

組織概要
■相談窓口
【経営相談】
住 所：愛知県名古屋市中区錦３丁目３番８号

JAあいちビル12階
愛知県農業協同組合中央会 営農・くらし支援部

電話番号：０５２－９５１－６９４４
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）

９：00～12：00 13：00～17：00
【就農相談】 農起業支援ステーション
住 所：愛知県岡崎市美合町字並松１丁目２番

愛知県立農業大学校
電話番号：０５６４－５１－１０３４
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）

９：00～17：00



経営規模の拡大を見据えた体制整備
経営概要

法人化

代表の伊藤氏

相談内容２
平成22年に父の跡を継ぎ、土地利用型農業を営んでい
る。売上向上のため、飲食店や商店などへ米の直接販売
を行っていたが、さらなる販路拡大による売上向上を図って
いた。また、今後地域の農地の受け皿となって経営規模を
拡大することを考えると、雇用の確保が必要であった。
そのような状況下で、取引先への社会的信用性を高め
ることと、雇用環境を整えることを目的に法人化を検討し
始めた。
普及指導員から紹介され、「三重県農業経営・就農支
援センター（旧：農業経営相談所） （以下、「支援セ
ンター」という。） 」への相談に至った。

支援内容3
■支援チームによる支援計画の策定
普及指導員を中心に、相談者へヒアリングを行い、現状

や課題を整理した。重点支援の対象として、経営戦略会
議で支援方針を検討した。経営計画を見直すため、中小
企業診断士による経営診断の実施を決定し、支援チーム
を編成して支援計画を策定した。進捗に応じて、支援計
画は都度更新した。

支援チーム構成員：
支援センター専属スタッフ、普及指導員、
中小企業診断士、社会保険労務士

法人化、規模拡大に向けて、経営計画の見直しについ
てアドバイスがほしい。
法人化の進め方、法人化に伴い発生する労務管理や
関係法令などについても教えてほしい。

現状と相談までの経緯１

■専門家派遣を通じた支援の実施
支援計画に基づき、支援センターと普及指導員で全体
の調整を行い、専門家派遣を実施した。

・経営計画の作成支援（中小企業診断士）
経営診断を実施し、耕作農地拡大計画とそれに基づく
経営計画の作成支援を行った。
また、作目別に採算管理を行い、利益の最大化を図るこ
とや「スマート農業」の実現に向けたデータ管理、被雇用者
の教育や労使間のコミュニケーションの必要性について説明
を行った。

・法人化の助言（普及指導員
法人設立の流れやメリット・デメリット、準備資金の説明を
行い、法人設立スケジュールに対して助言を行った。

・雇用環境整備（社会保険労務士）
専門用語や事例を踏まえた留意点を説明し、保険制度
の説明や就業規則の作成支援を行った。
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専門家による支援の様子

株式会社８８FARM
◆代表者・所在地
伊藤 隼人 三重県いなべ市

◆設立
 令和４年４月
◆経営規模
 水稲（種子、飼料米、輸出米含む）22ha、
小麦・大豆・蕎麦 計20ha

◆従業員数
 役員３名、正社員２名
◆事業内容
水田作物の生産及び販売、ミニライスセンターの運営に取り組む。

ハチハチファーム

雇用・労務



三重県の農業を担う人材を幅広く確保し育成していくために、三重県が経営及び就農相談等の機能を担う体制を整備し、
総合窓口として各市町や関係機関・団体と連携を図りながら、担い手の確保や農業経営体等の育成に向けた様々な支援を
行っています。

三重県農林水産支援センター外観

組織概要
■相談窓口
【経営・就農相談】 三重県農林水産支援センター
住 所：三重県松阪市嬉野川北町530番
電話番号：０５９８－４８－１２２５（経営相談）
電話番号：０５９８－４８－１２２６（就農相談）
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～17：00

支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
専門家からの助言を受けて理解が深まり、具体的な道
筋を明確にすることができた。課題解決に向けて実施す
べきこと一つ一つの必要性を認識して取り組むことができ
た。
令和４年度に法人化したことで社会的信用性が向上
し、販路拡大に好結果を生んでいる。さらに、就業規則
等を整備したことで雇用に対する不安が軽減した。
今後、よりよい雇用環境となるよう就業規則を運用し、
改善していく。

喜びの声

3年前より法人化に向けた支援を受け、中小企業診断
士と社会保険労務士にお世話になりました。法人化に向
けてどのように取り組めばよいか困っていた課題に対し、「経
営診断・労務管理・就業規則」と順調に進めることができま
した。これで大安心です。ありがとうございました。今後も、
支援センターと普及指導センターを頼りに相談していきます。

地域農業の重要な担い手としての自負を持たれ、持続
可能な経営づくりに向けた取組に関われたことを嬉しく思い
ます。
今後は、地域から頼られる経営体として、より一層の地
権者との関係づくりに加え、特に経営を左右する人材の定
着・育成に向け、従業員への関心や期待が伝わるように、
経営者自らが積極的なコミュニケーションに注力していただく
ことを期待しています。

専属スタッフ所感

ほ場管理の様子■今後の展開
当法人では、地域の担い手として農地を管理し水田を
守ることと、品質にこだわり安心して食べてもらえる農産物
を育てることを経営理念としている。
今回、従業員の働きやすい環境や現状を踏まえた経営
計画を整備できたことから、従業員の雇用やICT技術導
入を含めた効率的な設備投資を進め、規模拡大に対応し
ていく。

＜支援機関＞三重県農業経営・就農支援センター


